
令和７年５月22日

デジタル政策課

No

1

2

3

令和７年度Officeソフト（JUSTGovernment５）5,000ライセンス借入契約 質疑回答

質疑 回答

賃貸借期間満了後にソフトウェアの使用権を無償譲渡することが条件
とされていますが、リース会社はソフトウェア使用権を譲渡すること
が出来ないため、使用権許諾関係から離脱し、ソフトウェア開発ベン
ダーから直接使用権許諾を受けて頂く形で宜しいでしょうか。

ご認識のとおりです。

調査対象の「JUSTGovernment5」には企業向け製品である「JL-
Standard」、「JL-Excellent」と、官公庁・自治体向けの
「JL-Government」の製品ラインナップがありますが、「JL-
Government」製品を5,000ライセンスという認識で相違なかったで
しょうか。
（≒バージョンアップ対象の現行ライセンスは「JUSTGovernment４
（以前）」の「JL-Government」製品が5,000式でよろしかったで
しょうか）

「JL-Government」製品を5,000ライセンスというご認識で相
違ありません。
現行ライセンスは「JUSTGovernment４」と
「JUSTGovernment３」の「JL-Government」製品となりま
す。

バージョンアップ版ライセンスの調達には、バージョンアップを実施
するライセンスの「J-License No.」が必要となりますが、
こちらは落札者に対し高知市様がご用意を頂けるという認識でよろし
かったでしょうか。
また、上記情報はどのような形で提供を予定されておりますでしょう
か。（例：現行ライセンスの証書写し、ライセンス番号の一覧表エク
セルシート、メール本文等での通達）

高知県がメール本文でLicense Noを提供する形になります。


